
高 予 第 ９ 号

令 和 ７ 年 度 高 砂 市 一 般 会 計 予 算

令和７年度高砂市の一般会計の予算は次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 41,896,927 千円と定める。

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」に

よる。

（債務負担行為）

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１４条の規定により債務を負担する

行為をすることができる事項、期間及び限度額は、「第２表 債務負担行為」による。

（地方債）

第３条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目

的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第３表 地方債」による。

（一時借入金）

第４条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借り入れの最高額は、

13,000,000 千円と定める。

（歳出予算の流用）

第５条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により、歳出予算の各項の経費の金

額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

⑴ 各項に計上した給料、職員手当等及び共済費に係る予算額に過不足を生じた場合に

おける同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用

令和７年２月２５日提出

高砂市長 都 倉 達 殊



第１表　歳入歳出予算

歳　　　　　　　　　　　入

(単位：千円)

款 項

① 市 税 １７，２２３，０００  

(1) 市 民 税 ６，１１９，０００  

(2) 固 定 資 産 税 ８，８９１，０００  

(3) 軽 自 動 車 税 ２５３，０００  

(4) 市 た ば こ 税 ６００，０００  

(5) 都 市 計 画 税 １，３６０，０００  

② 地 方 譲 与 税 ２１８，３７６  

(1) 地 方 揮 発 油 譲 与 税 ４６，０００  

(2) 自 動 車 重 量 譲 与 税 １５８，０００  

(3) 森 林 環 境 譲 与 税 １１，３７６  

(4) 特 別 と ん 譲 与 税 ３，０００  

③ 利 子 割 交 付 金 ２２，０００  

(1) 利 子 割 交 付 金 ２２，０００  

④ 配 当 割 交 付 金 １２３，０００  

(1) 配 当 割 交 付 金 １２３，０００  

⑤ 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 １９６，０００  

(1) 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 １９６，０００  

⑥ 法 人 事 業 税 交 付 金 ２５１，０００  

(1) 法 人 事 業 税 交 付 金 ２５１，０００  

⑦ 地 方 消 費 税 交 付 金 ２，３００，０００  

(1) 地 方 消 費 税 交 付 金 ２，３００，０００  

⑧ 環 境 性 能 割 交 付 金 ６１，０００  

(1) 環 境 性 能 割 交 付 金 ６１，０００  

⑨ 地 方 特 例 交 付 金 １００，０００  

(1) 地 方 特 例 交 付 金 １００，０００  

⑩ 地 方 交 付 税 ３，１２０，０００  

(1) 地 方 交 付 税 ３，１２０，０００  

金 額

一般会計



(単位：千円)

款 項

⑪ 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 １８，５００  

(1) 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 １８，５００  

⑫ 分 担 金 及 び 負 担 金 ２６，０３６  

(1) 分 担 金 ２，１２２  

(2) 負 担 金 ２３，９１４  

⑬ 使 用 料 及 び 手 数 料 ７６３，３５９  

(1) 使 用 料 ３６４，４５６  

(2) 手 数 料 ３９８，９０３  

⑭ 国 庫 支 出 金 ７，３５９，１７２  

(1) 国 庫 負 担 金 ５，８３８，７４９  

(2) 国 庫 補 助 金 １，４９８，４１３  

(3) 委 託 金 ２２，０１０  

⑮ 県 支 出 金 ２，８６９，８９５  

(1) 県 負 担 金 １，９４６，１１４  

(2) 県 補 助 金 ６１０，９５８  

(3) 委 託 金 ３１２，８２３  

⑯ 財 産 収 入 ６４，７４５  

(1) 財 産 運 用 収 入 ６２，８７３  

(2) 財 産 売 払 収 入 １，８７２  

⑰ 寄 附 金 ６９０，０００  

(1) 寄 附 金 ６９０，０００  

⑱ 繰 入 金 １，００１，４３５  

(1) 基 金 繰 入 金 ９３８，６９９  

(2) 他 会 計 繰 入 金 ６２，７３６  

⑲ 繰 越 金 １  

(1) 繰 越 金 １  

⑳ 諸 収 入 １，９７５，１０８  

金 額

一般会計



(単位：千円)

款 項

(1) 延 滞 金 、 加 算 金 及 び 過 料 １０，０００  

(2) 預 金 利 子 １，０００  

(3) 貸 付 金 元 利 収 入 ４７２，８１２  

(4) 受 託 事 業 収 入 １４３，１０１  

(5) 雑 入 １，３４８，１９５  

㉑ 市 債 ３，５１４，３００  

(1) 市 債 ３，５１４，３００  

４１，８９６，９２７  

金 額

歳 入 合 計

一般会計



歳　　　　　　　　　　　出

(単位：千円)

款 項

① 議 会 費 ３２０，７７４  

(1) 議 会 費 ３２０，７７４  

② 総 務 費 ５，１４４，３６９  

(1) 総 務 管 理 費 ４，２６２，３１３  

(2) 徴 税 費 ３９７，５３０  

(3) 戸 籍 住 民 基 本 台 帳 費 ３０５，２５９  

(4) 選 挙 費 ８１，７２６  

(5) 統 計 調 査 費 ６４，７０４  

(6) 監 査 委 員 費 ３２，８３７  

③ 民 生 費 １８，２１４，６１１  

(1) 社 会 福 祉 費 ６，６０４，８６３  

(2) 高 齢 者 福 祉 費 １，８１４，１７５  

(3) 児 童 福 祉 費 ７，６８２，５８３  

(4) 生 活 保 護 費 ２，１１２，２７８  

(5) 災 害 救 助 費 ７１２  

④ 衛 生 費 ３，８６７，７８０  

(1) 保 健 衛 生 費 １，９７７，７８５  

(2) 清 掃 費 １，８８９，９９５  

⑤ 労 働 費 ８６，６１６  

(1) 労 働 施 設 費 ２６，９５５  

(2) 労 働 諸 費 ５９，６６１  

⑥ 農 林 水 産 業 費 ２２９，８５９  

(1) 農 業 費 １９６，２６９  

(2) 水 産 業 費 ３３，５９０  

⑦ 商 工 費 １，０１３，４０７  

(1) 商 工 費 １，０１３，４０７  

⑧ 土 木 費 ４，１５７，２０６  

金 額

一般会計



(単位：千円)

款 項

(1) 土 木 管 理 費 ２０，９９５  

(2) 道 路 橋 り ょ う 費 １，１６７，７８８  

(3) 河 川 費 ５１１，９４４  

(4) 港 湾 費 １，１１９  

(5) 住 宅 費 ５８，６３８  

(6) 下 水 道 費 ２，３９６，７２２  

⑨ 都 市 計 画 費 ６９８，７６３  

(1) 都 市 計 画 費 ６９８，７６３  

⑩ 消 防 費 １，９１５，１４７  

(1) 消 防 費 １，９１５，１４７  

⑪ 教 育 費 ３，０１８，３７９  

(1) 教 育 総 務 費 ８９８，７１４  

(2) 小 学 校 費 １，１７４，９５８  

(3) 中 学 校 費 ６５６，０１８  

(4) 社 会 教 育 費 ２７５，６５５  

(5) 青 少 年 対 策 費 １３，０３４  

⑫ 災 害 復 旧 費 １  

(1) 土 木 施 設 災 害 復 旧 費 １  

⑬ 公 債 費 ３，１９１，０９５  

(1) 公 債 費 ３，１９１，０９５  

⑭ 諸 支 出 金 ８，９２０  

(1) 諸 費 ８，９２０  

⑮ 予 備 費 ３０，０００  

(1) 予 備 費 ３０，０００  

４１，８９６，９２７  

金 額

歳 出 合 計

一般会計



　第２表　債務負担行為

期　　　間 所　管　課

30,000

自　令和　８年度
至　令和２３年度

230,246
エコクリーンピア
は り ま

自　令和　８年度
至　令和　９年度

93,070 都 市 政 策 課

自　令和　８年度
至　令和１２年度

26,220 生 涯 学 習 課

自　令和　８年度
至　令和１２年度

301,135 生 涯 学 習 課

自　令和　７年度
至　令和１２年度

296,560 学 校 給 食 課

977,231合　　　　　計

連続立体交差事業関連設計業務等委託

旧入江家住宅保存整備工事施工監理委託

旧 入 江 家 住 宅 保 存 整 備 工 事

中筋・米田小学校給食調理業務委託

事　　　　　　項 限　度　額 

事業者脱炭素化設備等導入促進補助金 令和　８年度

千円

環 境 政 策 課

広 域 ご み 処 理 施 設 運 営 委 託
（ 物 価 変 動 に 基 づ く 改 定 分 ）



　第３表　地方債

期　　間

(据置期間

　を含む）

千円

　公債証券の発

行又は普通貸借

の方法により借

入れる。

　公債証券発行

の場合における

起　債　の　目　的 限　度　額

729,600

水 道 事 業 会 計
水 道 管 路 耐 震 化 事 業

25,500

高 潮 対 策 事 業 400,000

水 道 事 業 会 計
浄 水 場 施 設 整 備 事 業

50,000

斎 場 整 備 事 業

借入先 起債の方法 利　率

償　還　の　方　法

方　　　法

　ただし、利率

金等について、

利率の見直しが

行われた場合に

　年５.００％

以内とする。

とする。

　毎年度元利均

等又は元金均等

の方法により償

の融資条件に変

の都合その他に

見直し方式で借

り入れる政府資

することができ

なし、償還年限

発行価格は、額

面１００円につ

き１００円とす

　ただし、財政

又は工事の都合

により、翌年度

る。

還する。

　なお、借入先

見直し後の利率

従う。

　ただし、財政

より繰上償還を

おいては、当該

更あるときは、

その融資条件に

合　　　　　　　計

を短縮し、又は

3,514,300

市 営 住 宅 整 備 事 業 18,200

国

銀　行

その他

３０年

以　内

に繰越して起債

2,000

303,100道 路 整 備 事 業

できる。

低利の地方債に

る。 借換えることが

水 路 整 備 事 業

河 川 整 備 事 業

公 有 財 産 管 理 事 業 1,900

地 域 交 流 セ ン タ ー
整 備 事 業

279,700

体 育 施 設 整 備 事 業

106,900

11,200

351,100

急 傾 斜 地 崩 壊 対 策 事 業

中 学 校 施 設 整 備 事 業 35,200

旧 入 江 家 住 宅
保 存 整 備 事 業

34,400

小 学 校 施 設 整 備 事 業

認 定 こ ど も 園 整 備 事 業

防 災 ・ 災 害 対 策 事 業 13,800

土 地 改 良 施 設 整 備 事 業 19,000

119,800

橋 り ょ う 整 備 事 業 146,400

下 水 道 事 業 会 計
低 公 害 車 購 入

1,400

公 園 整 備 事 業 29,300

9,000

消 防 施 設 整 備 事 業 826,800
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